ロシアにおける自主管理の展望 by 宮坂 純一
奈良産業大学『産業と経済』第10巻第 1 号(1995年 6 月) 13-27 
ロシアに為、ける自主管理の展望
1. はじめに
2. 所有の民主化と自主管理
2.1. ゲルチコフの自主管理論
2.2. ワイスコップの自主管理論
3. 従業員株式所有企業への期待
3.1. 従業員株式所有企業の出現
宮坂純
3.2. 従業員株式所有企業における自主管理の可能性
4. おわりに
1. はじめに
管理とは計画と執行の分離のあり方をめぐる問題であり，それは，ヨリ具体的には，計画と
執行が単に分離しているだけでなくその分離が固定化されそして対立しているのか，それとも
そのような対立が止揚され(単なる区別にすぎなしす「新しし、」あり方が制度化されていくの
か，という問題となる。この点，旧ソ連邦では，管理の「新しし、」あり方を模索するなかで，
まず所有のあり方を変えることが必要であるとの解釈のもとで，生産手段の社会的所有が宣言
されそして現実には国家的所有が確立されたのであった。そこには，所有主体の変革によって
所有と経営があらためて統一され，それによって計画と執行の分離のあり方が変わりうる，と
の理解，があった。これをベースとして近年になってようやく展開されたのが「社会主義的」
自主管理であった。
だがこれは，すでにあきらかにしてきたように，挫折してしまった。所有の法的形態の変草
だけでは問題の解決にならなかったので、あり，意思決定のあり方は形を変えただけで、そのパワ
ーは依然として特別の「階層」に集中され続けてしまったのである。結局，旧ソ連邦の経験は，
国家的所有のもとでは，自主管理の実現に「大きな」限界があることを示したのであったO
しかしながら1990年代に入ると，ロシアでは，脱固有化の方向が打ちだされるなかで一一一
部ではあるが一一新たな「構想」のもとで「自主管理」の展望が語られるようになってきた。
その意味の検討が本稿の課題である。
(1) 拙稿「旧ソ連邦における自主管理の試みの挫折J CW産業と経済』第 9巻 2 ・ 3 号〉参照。
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2. 所有の民主化と自主管理
2.1. ゲノレチコフの自主管理論
1990年 8 月 31 日から 9 月 4 日にかけて， トリヤッチ市で，パズ (BA3)，ジル (311刀)，キェ
フ工場の労働集団評議会 (CTK) のイニシアティブのもとで，第 1 回全ソ CTK 代表者会議
が開催された。この会議には， (46都市の 120 万人強の労働者を代表する) 65企業の CTK 員
が， 1 つの共通の認識のもとに，参加した。それは， 1990年の企業法は労働集団の利益を制限
したものであり，その法律の制定によって， 1987年の国有企業法と比べると，自主管理が明確
に後退した，という認識である。
これは，すで1こ述べたご、と?:(企業長選挙制そして労働集団評議会に代表される〉自主管
理が，ある意味では，挫折してしまったということの意思表明であった。だがここに疑問が生
じる。なぜ、旧ソ連邦では，この時期に，自主管理が挫折してしまったので、あろうか， と。これ
は旧ソ連邦の崩壊の原因ともかかわってくる問題でもあり一一これについては，別稿において
検討を予定しているがーーたとえば，国家的所有にその「根本的J 原因があるのではないか，
とし、う主張がでてくることは容易に想像できるであろう。そしてまたもしそのような主張が
「正しい」とすれば，それ(今国家的所有〕が否定された現在，自主管理についてある意味で
は「明るし、」展望をもっ人々が現れてくることも充分に考えられるのだ。事実，そのような評
価がでてきている。
たとえば， 3.Py瓦bIK は， 1990年代にはいり所有の多様化が公認されていく状況をふまえ
てつぎのように述べている。!日ソ連邦における自主管理の「ジグザグな発達」は「合法的なも
の」だったので、あり，生産民主主義は，たとえ新しい装いを施されたとしても，権威主義的な
経済運営システムが維持されているかぎり，発達しえないのだ，と。そしてここに，資本主義
諸国の生産民主主義の経験に学び，それをソ連(=争ロシア〉の新しい状況のなかに生かすべき
である，という主張がでてきたので、あり，それは，ある意味では，当然の流れであったといえ
るであろう。この点， Py江bIK がヨーロッパ企業の生産民主主義の経験がソ連邦にとってどの
ような意味をもっているかについて興味深い考え方を展開しているので，彼の言葉を借りて，
問題を整理してみよう。
Py江bIK によれば，自主管理には確かに問題点がある。たとえば，企業管理部と労働者代表
との聞にイニシアティブをめぐって政治闘争が生じる可能性があること，新しい技術が導入さ
れにくくなること，賃金があがりやすくなること，短期的利益を追求しやすくなること，等々
のために，効率の点で，自主管理企業が私的企業に劣ることもあることを認めなければならな
(2) CM., <<BonpoCbl 3 1COliO.MUlCU)), 1990, N2 12, CTp. 147-150. 
(3) 拙稿，前掲稿。
(4) これに関する 3. Py)J.bIK の主張については， Ilpoß3Bo)J.cTBeHHa兄)J.eMOKpaTßH: 3Ha可eHße 祖国ん
Horo OIbITa )J.JI兄 CCCP， <<np06.1le.Mbt meopuu u npalCmulCU ynpa8.1leliUU)), 1991, N2 5 ・ 6 を参照。
-14-
ロシアにおける自主管理の展望
いであろう。しかしながら，そのことは必ずしも民主主義と効率が反比例するものであること
を意味していないのであり，ユーゴの経験もそのことを証明しているのだ。
このような解釈のもとで， PyλbIK はまずユーゴの自主管理の経験についてつぎのように総
括する。すなわち， PY)(bIK の解釈に従えば，ユーゴには，つぎの点で，生産自主管理の生成
・発達に不適当な状況がみられたのだ。つい最近まで一党体制が存在しそれが政治経済生活の
真の民主化を妨げていたこと，個々の共和国政府によって経営活動が規制されていたこと(そ
れによって， ある共和国の企業は他の共和国の競争相手から守られていた)， 赤字企業に補助
金がでていたこと，企業管理において勤労者に真の権限が欠落していたこと，すべての会社に
資本や生産技術にアクセスする平等な機会が保証されていなかったこと，がそれで、ある。だが
このような状況下においても，ユーゴ経済は，全体として云えば，他の東欧諸国と比べると，
量的にも質的にも高い指標を示していたので、あり，その経験は，自主管理と効率が必ずしも対
立するものではないことを証明したので、あった。結論的に云えば，自主管理は，伝統的な命令
・行政システムと比べれば，あきらかに秀れているのである。
ユーゴの自主管理についての Py江bIK の評価の当否は別として， (ユーゴの経験を含む)ヨ
ーロッパの経験は，彼によれば，生産民主主義という一般的モデルのなかで多様な形態が存在
することを示し，また，生産民主主義の生命力，それを導入するための条件・方途・メカニズ
ム，そしてその機能化の手段，を明示してくれた，という点で，大きな意義があったので、ある。
すなわち，それは， ロシアがオノレタナティブな経済・政治モデルを選択するスベクトルを拡大
してくれたこと，を意味するのであり，所有の多様化のなかで新しい途を歩きはじめたロシア
にとって，諸外国の自主管理の実践の経験は大いに学ぶ価値があるものとなったので、ある。
このような(生産自主管理発達の基本的条件を所有の民主化にもとめる)立場は Py江bIK だ
けではなし、。 CTK の創設を旧ソ連邦における生産自主管理発達の最初の歩みの 1 っとして位
置づけそして同時に何故その可能性が CTK のなかで現実性へと転化しなかったのかを執揚に
追求する， Brep可附B，もその一人であり，彼はその考え方をヨリ体系的に展開してい2;
すでに(前稿にて〉述べたように， fepQHKOB によれば，現実の CTK 活動は 3 つの基本モ
デノレとして整理される。管理部付属の協議機関としての CTK，管理をまかされた全人民的所
有部分の所有主としての労働集団の全権を委ねられた選出代表者としての CTK， (管理部と
共同の〉集団的指導機関としての CTK，がそれである。これは(彼自身もメンバーとなって〉
1988年から 1990年にかけて工業部門の約150企業の250以上の CTK の活動を対象としておこな
われた調査研究の結果で、あり，彼はその具体的内容をつぎのように公表している。圧倒的大多
数の場合(すなわち，調査した CTK の 80% 以上において)，第 1 モデルが機能していた一一ー
(5) ここで参照したものは， B. replJHKOB, CaMoyrrpaBJIeHHe B rpOMbllIJIeHHOCTH CCCP: rp06JIeMbI 
H rrepeCrreKTHBbI, <<BOnpOCbl 8KOHOMUKω， 1990，地 12 と B. replJHKOB，江eMOKpaTH3aUHH yrpa. 
BJIeH即日中OpMbI C06CTBeHHOCTH, <<COl{Ua/lOZU'teCKUe uCCC/le?8aHUf{)) 1992 ， 地 1 である。
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ただし， 60'""-'70%において，それらは形式的に存在していたにすぎず，実際には機能していな
かった。第 2 モデルはほとんど機能しておらず (5%未満)，第 3 モデルは若干みられたにす
ぎなかった(15%程度〉。調査した企業の従業員の大多数はこのような状態に満足していなか
った。なぜならば，彼らは第 3 モデノレを最も好んでいたからである。そしてまた第 1 モデルと
第 2 モデルに関しては， CTK のメンバーと管理部の立場は分かれていた。 CTK のメンバー
自身は第 2 モデルを，管理部は第 1 モデルを好んで、いたので、ある。
結局，彼の調査では， CTK が多くの企業において「行政的管理のための一種の『民主的な』
つい立て」に転化し，集団から「遊離」してしまった，という事実，があきらかにされたので
ある。なぜこのような事態が生じたので、あろうか?
まず rep四KOB の基本的な認識から確認しておこう。彼によれば，働き手のモチベーション
.メカニズムには 5 つのものを区別することができる。第 1 のそして基本的なものは賃金であ
る。第 2 のメカニズムは貨幣ではなく様々な物的および社会的財貨を利用することである。第
3 のものはパターナリズムあるいは「人々に対する配慮」として知られるものである。第 4 の
メカニズムは「住事を個々の人聞にとって楽しいものになるようにすること」である。そして，
働き手を所有主，生産の真の主人公にすること一一これが第 5 のメカニズムである。彼によれ
ば，人聞は私的所有のもとではじめて良く働くのであるが，旧ソ連邦では，その条件を欠いて
いたために，現実には労働者は働いていなかったのだ。ここから，いままでは(今!日ソ連邦の
もとでは〉考えられなかった，所有の民主化(私有化〉を肯定的に評価する発想が生まれてく
る。所有の民主化は，労働者が「単なる労働力，すなわち，質と量だけが問題にされたものを
云わぬ権利を奪われたなにかとしてみなされJ I労働能力の浪費」がおこなわれていた状態か
ら脱し，自主管理が真に発達するための基本的条件となるのである。
また repQHKOB は「自主管理の在り方」から旧ソ連邦における自主管理の限界を検討してい
る。彼はまず自主管理の概念をつぎのように整理する。彼によれば，生産における自主管理に
ついて述べる場合，いままでの議論は単純化され， 3 つの異なる構成分子がゴチャゴチャにさ
れてきた。第 1 のものは所有の管理である。企業に適用すれば，これは，生産のプロフィール
や規模，生産物の原価，利潤，フォンドの形成と配分，管理者の雇用，に関する問題の解決で
あり，管理者活動のコントロール，企業の予算の決定，である。第 2 の構成分子は生産の管理
である。テクノロジーやその遵守・コントロールの問題，生産のリズムの保障，企業内の物的
流れの組織，生産課題の交付とその遂行の組織，カードルの技能向上や労働規律の問題，など
がそれに該当する。第 3 は企業の社会的領域の管理である。賃金，労働条件，エコロジーがそ
の代表であり，その他にも，住宅，子供の施設，健康，休息，不足商品の配分，などの問題が
ある。自主管理は， repQHKOB によれば，これらの領域において具体化されるのであり，しか
もそれらの領域のそれぞれにおいて自主管理の必然性と可能性は相違しているのだ。
上述のことを CTK にあてはめると，どうなるのであろうか? たとえば，自主管理の発達
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の展望および CTK のステイタスの向上という観点からすれば，最大の意義をもつものは所有
管理において CTK が決定的な権限をもつことである。これに対して，最小の意義は社会的領
域の管理におけるそれで、あろう。なぜならば，その社会的領域に含まれる問題の大多数はすで
に労働組合の処理下にあったからである。だが現実には， CTK は所有よりもむしろまさに社
会的領域の管理に主として「関与」してしまったのであり， r国有企業のもとでは， CTK が
所有を管理することはほとんど不可能で、あったことを認めねばならなし、」という状況が生まれ
そして拡がっていったのである。
このことは， rep可郎OB によれば，国家的所有のもとでは，自主管理は，最良の場合でも，
管理の民主化である，ということを示している。「固有企業法で宣言された管理機能上の変化
と現実の所有関係が一致していなし、」状況のもとでは， CTK の創設は，既存の管理構造にお
いて，新しい機関が創設されたこと，すなわち，いままでの「管理多角形」の 4 つの角(企業
長，党委員会，労組委員会，コムソモール委員会)に第 5 の角(今CTK) がつけ加わったに
すぎなかったこと一一これがその意味である。たしかに，所有主(=争国家〉と集団の利害(や
意見)が一致している間は，所有主は完全に民主的に行動し，集団がその所有を管理する(す
なわち，処理し利用する〉ことを妨げないであろう。しかし利害が衝突する(たとえば，国家
が企業にとって損な製品を生産することを要求し，集団がそれを拒否する〉時には，所有主
(国家〉は賃労働者を元の地位に戻す方法を容易に発見し，あらゆる自主管理を無にすること
ができたので、ある。
このことはまたつぎのような「事実」によっても説明される。すなわち，いままでは，所有
が国家的なもの(この場合，そのレベル一一連邦か共和国か地方か一一一は重要で、はない〉であ
ったり社会的組織のものであったために，然るべき国家機関ないしは社会的機関が主人公のす
べての機能を遂行する，すなわち，情報を有し基本的な決定をおこない，管理者を任命してき
たので、あった。したがって，この場合，集団は以前と同じように賃労働者の組織的総体であり，
所有主の意思に応じて部分的に管理を許されていたにすぎなかったのであり，自主管理は「有
名無実化」していたので、あった。
かくして，ここに，自主管理の発達の基本的条件は所有の民主化(=今脱固有化)である， と
いう結論が導かれてくる。これが rep四KOB の基本的な主張であり，彼の論理に従えば，この
ような基本的条件が満たされ，しかも情報が完全に保障されるなかで， r労働集団が所有主と
なるならば，管理の民主化ではなく，まさに自主管理が問題となってくる」のである。したが
って，所有法や企業法によって多様な所有形態が認められ，国の経済が市場経済へと移行した
ことは，ロシアにおける自主管理の発達にとって， r新しい時代」を告げたことになったので
ある。ただしそれが同時にまた「新しい問題」を提起していることも事実である。いわば「新
しいタイプ」の自主管理の在り方が関われることになったのだ。
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2.2. ワイスコップの自主管理論
ロシアにおける自主管理の発達を新たに展望する研究者は西側にもいる。たとえば， ミシガ
ン大学の T E. Weisskopf もその一人である。彼は，行政命令型システムから市場経済への
転換をおしすすめているロシアには，民主的自主管理が最も相応しい企業組織形態である，と
の立場を明確にそして積極的に主張している。
Weisskopf によれば，自主管理とは伝統的な企業管理構造に対立する概念であり， r民主
的」という形容調は，ある企業が(ホワイトカラーやブルーカラーだけでなくマネジャーやテ
グニシャンを含む〉すべての企業メンパーによって管理されることを強調するために用いられ
るものである。かくして，民主的な自主管理はつぎのような非常に単純な 1 つの原則によって
特徴づけられることになる。「企業の意思決定に対するコントロールが，一人一票の原則のも
とで，企業のすべての従業員メンバーのなかにフォーマルに確立していることJ，がそれであ
り，この原則が(たとえば，直接の投票ゃあるいは代表制を通して〉具体化されているならば，
様々なパターンの自主管理形態を認めることができるのだ。
したがって，民主的な自主管理システムは，彼の発想、に従えば，いかなるタイプの社会にも
推薦できることになる。 Weisskopf が具体的に念頭においている自主管理企業は，たとえば
現在の資本主義経済のもとで云えば，北スペインのモンドラゴン協同組合である。それは，通
常の資本主義企業と比べると，ヨリ民主的であり平等であり，しかも伝統的な企業と比べても
同程度に効率的でありダイナミックなのである。ただしここに疑問が生じる。そのような企業
はロシアでも果して可能なのであろうか? と。この点，彼によれば，民主的な自主管理企業
はロシアにも充分あてはまるのであり，その実現は可能なのである。しかも注目すべきことは
Weisskopf がそのような可能性を単に指摘しているだけではないという点である。彼によれ
ば，旧ソ連邦の遺産を引き継いだロシアには民主的な自主管理が展開される諸条件が存在して
いるのであり，そのために，ロシアは民主的に自主管理された企業にもとづく市場経済へと転
換できるのである。
Weisskopf が注目している諸条件はつぎの 3 つである。第 1 に，資本主義が充分に発達す
る環境ではないこと。このことは， 75年間の共産党支配は企業家精神を完全には排除しえなか
ったが，資本主義スタイルの経済(企業)をすみやかに操業しえる経験や技能を有する自前の
社会経済的人材は存在していないこと，そしてまた労働市場や資本市場が効果的に機能するた
めに必要な多くの制度的インフラ構造が欠けていること，を意味している。
第 2 に，優秀な労働者およびその組織が存在していること。彼によれば，行政命令型社会主
義の 1 つの重要な遺産は， (たしかにそチベーションは余り高くないが〉高い教育をうけた労
( 6) T. Weisskopf,“Democratic Self.Management: 企n Alternative Approach to Economic 
Transformation in the Former Soviet Unionぺ in Double Shift. Tranザorming W ork in 
Postsocialist and Postindustrial Societies, Edited by B. Silverman et al., M. E. Sharpe, 1992, 
pp. 127-143. 
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働力が存在していることであり，彼らを企業レベルの意思決定に巻き込むことは単に彼らのモ
チベーションや生産性を高めるだけでなく，民主的制度の発達にも大いに役立つのである。
第 3 に，公平，安定，安全，をもとめる欲求が一般化していること。彼によれば，資本主義
は，特に，その最初の段階のそれは，経済的成長を刺戟することに成功したかもしれないが，
不平等，不安定そして保障の欠落を制度的に生みだしている。この点，行政命令システムは共
産主義が約束した平等を実現することはできなかったが，旧ソ連邦の多くの人々の聞には，平
等主義それ自体ではないとしても，少数のマイノリティが多数のマジョリティを犠牲にして利
益を得るべきではない，との命題へのある種の信念が少なくとも残っている。またそれだけで、
なく，かつての共産主義制度が(たとえ物的福祉の最低のレベルで、あったとしても〉経済的安
定や雇用の安定を保証することに成功したことが，人々の聞に，安定や保障が引き続き存在す
ることへの期待を生みだしてきていることも「事実」なのである。そしてこの点， Weisskopf 
によれば，民主的な自主管理にもとづく新しいシステムは，市場経済への転換のなかで，ヨリ
大きな安定性や保証だけでなく，資本収入への要求のヨリ大なる平等主義的配分をも保障でき
るのであり，その意味でも，民主的な自主管理はロシアにとって望ましいものなのである。
Weisskopf がロシアのなかに自主管理を積極的に展望しているのはそこに以上のような条
件を見出しているためで、ある。そして彼によれば，それによって，ロシアに生まれる自主管理
は，つぎの点で，ユーゴ型のそれと決定的に相違しているのだ。第 1 に，ユーゴ型自主管理が
官僚主義的なそして権威主義的な政治風土のなかでおこなわれていたこと，第 2 に，中央集中
的な計画経済はそれほど厳格なものではなかったが，予算制約がソフトであるとはいえ企業活
動を規制していたこと，第 3 に，自主管理企業の資産の所有権が(公式的には国家に属してい
たが)不明瞭であったこと，がそのような相違点であり，民主的な自主管理企業はロシアにお
いていわばユーゴの経験を「反面教師」として成立する可能性を秘めているのである。
3. 従業員株式所有企業への期待
3.1. 従業員株式所有企業の出現
現在ロシアで ESOP (Employee Stock Ownership Plan) が注目されている。これは，
周知のごとく，主としてアメリカにおいて発達している従業員株式所有制度である。簡単にま
とめれば，それは，①企業が企業内あるいは企業外に ESOP 基金を設立しその基金に拠出す
る，②基金はその資金で株を購入し運用する，③そして ESOP 基金に加入した従業員には株
式の持分が割りあてられ，それが，原則として，退職時に個々の従業員に退職金として支払も
れる，という仕組みのもとで，従業員が株式を所有するものであり，企業が金融機関からの借
り入れによって， ESOP への拠出金を調達する方式(レパリッジ型)が多く利用されている。
(7) ESOP については多数の文献がある。ここでは，とりあえず， Gy?gy Sz駘l (Ed.) , Concise 
Encycloρaedia 01 Partici.μtion and Co・Management， W de G, 1992，そして丸尾直美稿「成果
分配制と労働者所有参加J (~日本労働研究雑誌11 1990年 5 月号を利用して，まとめである。
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この ESOP 自体は，あらためて云うまでもなく，自主管理といえるものではないが，今後の
ロシアにおける自主管理を展望する場合に，あるいは言葉を換えていえば，ロシアの将来の自
主管理のあり方の方向を決定する 1 つの「事例」として大きな意味をもっ制度であると思われ
る。
ロシアにおいてこの ESOP が注目を集めるようになったのは，国有企業の転換(今民営化〉
にあたってそれに「類似した」企業形態が構想されそして現実に出現したためで、ある。従業員
(株式)所有企業 (npe.llnp悶THe C C06CTBeHHOCTblO pa60THHKOB) がそれで、ある。
この従業員(株式〉所有企業は 3 つの基本的特徴を備えている。その特徴とは， B. TpaCOB 
によれば，第 1 Vこ，規約 (YCTaBHhI的資本金の大部分 (51%以上〉が当該企業の従業員に所属
し，しかもすべての従業員がその所有主でなければならないこと，第 2 に，そのような企業に
は被雇用労働者が存在しないこと(新しい従業員は勤続 1 年後に一定量の株式を取得すること
ができる)，第 3 に，企業が獲得した利潤は持株の数ではなく，労働(具体的には，年間賃金
額)に応じて分配されること，である一一ーしたがって，ロシアにおいて ESOP そのものが制
度化されているので、はないのだ。このような特徴は， (今日では，閉鎖型の株式会社あるいは
有限会社に改組されている)かつてのアレンダ企業，集団企業，全人民企業にあてはまるが，
それだけでなく(それ以上に)民営化プログラムの実現の過程で生まれる株式会社がその典型
的なものとして位置づけられ，ロシア版 ESOP は徐々に拡がりをみせている。
周知のごとく，現在ロシアでは市場経済への移行の一環として民営化が急速にすすんで、いる。
民営化とは所有における脱国家化(国有から様々な形態の私的所有への転換)のことであり，
その過程で新しい企業形態が創出されている。企業の株式会社化もその一環である。これは大
民営化と呼ばれているものであり， 1国有企業をいったん株式会社に改組し，その株を順次国民，
法人企業，外国人(外国企業)に放出して所有権を変える」ことによって，主として大企業の
民営化がおこなわれている。したがって，その結果として，様々な所有のもとにある株式会社
が存在することになったのであり，その在り方が現在重大な問題を提起をしているのである。
すでに1980年代の後半頃からロシアでは，多様な企業形態が現れそして次第に合法化されて
いったが，特に， 1991年12月 29 日に 11992年ロシア連邦国有・公営企業民営化プログラムの基
本規定J (通常「民営プログラム基本規定J) が公布され，その後 1992年 6 月 11 日には， 11992 
年ロシア連邦国有・公営企業民営化国家プログラム J (通称「民営化プログラム J) が最高会議
で可決承認され，固有企業の民営化が制度的に保障(促進)されることになった。我々は，そ
の「民営化プログラムj を検討することによってロシアにおける民営化の方法とその際に労働
( 8 ) <<31COHO.MU1Ca U 却U3Hb>>， 地 29 ， 1993, pp.18-19. 
( 9 ) TaM )l{e. 
(10) 木原正雄他編『経済システムの転換』世界思想、社. 1993年. 130ページ。
(11) <<31COHO.MU1Ca U JlCU3Hb>>. 地 29. 1992. またつぎの文献も参照のこと。ピクター・スピヤン稿望月
喜一訳「ロシアの経済改革と民営化J (W 日ソ経済調査資料JI 1994年 1 月号)。
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集団に与えられる特典の「枠組」を知るだけでなく，従業員所有企業の「在り方」も知ること
カミで、きる。
これらの「プログラム」によって，既存の国有企業を民営化する場合，その労働集団はつぎ
の 3 つのタイプの株式所有形態のいずれかを選択できるようになった。
第 1 のタイプ
このタイプの特徴は，①民営化される企業の労働集団の全メンバーに，資本金の25%を，優
先株式で，無償で与えること，②資本金の10%までの普通株を労働集団のメンパーに，希望が
あれば，額面の30%引き (3 年の分割払可能〉で与えること，③管理職に対して，契約条件に
もとづいて，資本の 5%までの普通株の取得権を与えること，にあり，結局は，つぎのように
株式が分配される。
25%→無料の優先株式(議決権なし〉
10%→額面価格の30%割引による議決権付き普通株式
10%→「株式基金(ファルプ)J にリザーブされ，株式会社化後分配される無料議決権付株式
5%→額面額による管理職向け株式
20%→「財産基金J にリザーブされる株式
30%→競売方式で販売される株式
第 2 のタイプ
このタイプでは，労働集団のすべてのメンバーに資本金の51%までの普通株を取得する権利
を与える(無償譲渡はない〉が，最終的には，株式がつぎのように配分される。
51%→「従業員+管理職」のための議決権付き有料株式
5%→「株式基金(ファルプ)J にリザーブされ，株式会社化後分配される無料議決権付株式
20%→「財産基金J にリザーブされる株式
24%→競売方式で販売される株式
第 3 のタイプ
このタイプでは，従業員が管理職と契約を結び，一定期間内で企業を民営化する責任を負う。
そして後者は発行資本金の20%相当の普通株を 3 年分割30%割引きで引きうける権利を与えら
れる。したがって，このタイプでは株式がつぎのように配分される。
20%→議決権付き有料株式(従業員向け〕
20%→議決権付き有料株式(従業員向け)， 3 年年賦30%割引。
20%→「財産基金」にリザーブされる株式
40%→競売方式で販売される株式
これらの民営化のタイプに共通している点は，従業員の持分比率をかなり高くする配慮が法
律で定められていることである。それらの方法で民営化された企業において労働集団が支配的
な発言権を持ちえるのは 2 ないし 3 のタイプであるが，従業員はその株式を有償で取得しなけ
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ればならないために，実現の可能性は少ないだろうと云われてきたO タイプ 1 が圧倒的に選択
されるのではないか，と予想されていたのはその為である。だが現実には，第 2 のタイプが最
も多く選択された，との調査が公表されている。
それはともかくこのように現在のロシアでは様々な形で民営化がすすめられかつての国有企
業が株式会社へと転換しているのは事実なのである。しかもそのような株式会社において，
「近い将来にわたり，従業員の株式所有の比率は支配的であろう J，との展望が語られている。
ただし我々にとっては問題は実はここからはじまるのだ。その従業員株式所有企業において自
主管理が展開される可能性はあるのであろうか，と。
3.2. 従業員株式所有企業における自主管理の可能性
現在のロシアでは，すでに述べたように，かつての国有企業が民営化プログラムに従って「改
革」され，その結果，従業員株式所有企業として再生する途が保障されることになった。ロシ
ア版 ESOP ともいえる現象がでてきているのはそのためである。そのロシア版 ESOP は，い
まのところ，たとえば，モスクワ換気装置製造工場 (MOBeH)，モスクワ重機械工場(クラス
ヌイ・プロレタリアート)，サラトフ航空機工場，モスクワ近郊工場ストロイポリメール，な
どに代表されるにすぎなし、。だがその活動はかなり積極的であり，それらの工場の指導者たち
によって，従業員所有企業協会が設立されただけで、なく， 1992年 7 月には，モスクワで，露米
「従業員所有による民主化」会議が開催され，両国の従業員所有企業の経験が研究され，また
1992年 9 月 18 日には，国際従業員所有企業協会がモスクワで正式に設立(登録)され，世界各
国の「従業員所有」の経験が検討されるようになっている。
ロシアにおいて ESOP にいち早く注目ししかもその活動を高く評価したのは『経済と生活』誌であ
った。すでに旧ソ連邦の時代にアメリカの経験や自国の事例を紹介した特集記事が組まれていた (1990
年20号， 26号， 34号，そして1991年 3 号， 9 号， 25号， 31号〉だけでなく， IF経済と生活』の附属とし
て，またロシアの産業人・企業家連盟の強力な支持を得て，従業員所有発達センターが設立されていた。
B. TpacoB がそのセンター長であった。そして「民営化プログラム規定」の公布の後， ESOP の経験
のヨリ体系的な研究の必要性を痛感した『経済と生活』の主催のもとで，従業員所有企業協会の創立を
(15) 
めざして設立会議が開催されるに至った。先述の国際従業員所有企業協会の創立はその成果で、あった。
従業員株式所有企業 (ESOP) は究極的には労働者の自主管理を目指している， と一般的に
は考えられている。この点，ロシアのそれには，そのような可能性はあるのであろうか? こ
の問題はまずロシアにおいて従業員所有企業がどの程度普及するかにかかっている。その意味
(12) 同上稿， 11ベージ。
(13) CM. , <<flpo6.!le.Mbt meopuu u npaKmU1cu yupaO.!lefluu>> , 1992, J冶 5 ， cTp.44. 
(14) CM. , <f)KoflO.MUKa U }!(U3flb>>, 1993, N2 29. 
(15) CM. , <<3κOflO.MUKa U 泊'U3flb>>， 1992, N! 19. 
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でも，ロシアにおいて，この ESOP がどのように評価されているのかを確認しておくことが
必要であろう。
現在ロシアにおいてなぜ、 ESOP が高く評価されているのであろうか? それは「主人公意
識」効果のためであり，従業員が株式を取得することによって「主人公意識」が育成されるこ
とが期待されているので、あす;これに対して，従業員所有企業への反対意見は，たとえば，そ
こでは活動の効率が低くなること，従業員(所有主〉が利潤を賃金の増額や配当金の支出へと
向けることに関心をもち，企業自身の発達が害されるこ 2 あるいは景気の変動に柔軟に反
応できないこと，外部から資金を調達することが困難になるこ?:に代表される o だがそのよ
うな見解は，先述の国際会議の出席者たちによれば， I事実」を無視したものであり，多く
の企業が生産の発達(や設備そして投資〉に振り向け， I利潤の食いつぶしJ (~IIpOe).r.aHHe~ 
ロ凶b剛〉は生じていない， との「経議1 が報告されている o したがって，総合的に判断すれ
ば，マイナスよりもプラスである，と判断され，従業員所有企業は「本質的な優越性1 を示し
ている， と考えられている。
このような「評価J をみるかぎり，従業員株式所有企業はロシアにおいても順調に増えてい
くように思われるが，今日の現状は同時に(自主管理の展開という観点から考えると〉かなり
多くの問題をその前途にかかえていることを示している。
現在ロシアでは民営化政策が急速にすすめられているが，その政策が成功するか否かはいう
までもなくそれが国民の支持を得られるかどうかにかかっている。この場合には，特に，労働
集団の支持が成功の大きな要因となるであろう。 Py江bIK の言葉を借りれば， I企業改革は，従
業員が経済運営形態を選択する権利あるいは少なくともその決定に参加する権利を得る場合に
のみ，達成されるのだ。」だが事態は複雑である。なぜならば，現実には，固有企業を労働集
団の完全な経営に委ねることを支持する労働集団，なんらかの形での従業員所有を支持する労
働集団，株主になったり企業管理に引き入れられることを望まず雇用労働者としての以前のス
テイタスを維持しできるだけ有利に労働力を販売することを望む労働集団，等々の様々な見解
の労働集団が存在しているからである。このような状況のもとでは，まず当該労働集団が経営
形態や企業の所有に参加する途を選択できる権利を保障すること一一これが基本的な解決策と
ならざるをえない， との見解がでてくるのは，ある意味では，当然であろう。
またそれだけでなく， PY，l.lbIK によれば，労働集団が企業管理に参加する方途に関しでもつ
(16) B. CymIH, Co6cTBeHHocTb pa6oTHHKOB: aMepHKaHcKH首 orrbIT， <<Jlp06Jle.Mbl meopuu u npaTcm-
U1CU ynpa6Jlefluu>>, 1992 ， 地 5 ， CTp.57. 
(17) CM. , <<31COflO.MU1Ca U :JICU3flb>>, 1993, M 29. 
(18) 3. Py瓦bIK， Tpy瓦 H peゆopMa rrpe江rrpH兄TH負， <<Bonpocbl 3 1COflO.MU1CU>>, 1993, N2 4, CTp. 60. 
(19) <<31COflO.MU1Ca U )f(u3flb>>, 1993, N2 29. 
(20) 3. Py瓦bIK， Tpy江 H pe中opMa rrpe,n:rrpH.HTHH, CTp. 60. 
(21) Ta.M :JICe, CTp. 59. 
(22) Ta.M :JICe, CTp. 70. 
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ぎのような形態が考えられ，労働集団はそれを選択する権利をもつべきなのである。すなわち，
(1)共同参加(企業の状態や管理部の計画について情報を得る権利，自分たちの意見を表明する
権利，協議権，企業管理機関に代表をおくる権利)，
(2)共同管理(意思決定に参加する権利，管理部の決定を拒否する権利，若干の生産上のそして
社会的諸問題を自主的に解決する権利，企業管理機関に対等な代表をおくる権利)，
(3)労働者コントロール(管理者の行動をコントロールする権利，主要な問題について管理部の
決定を拒否する権利)，
(4)自主管理(一人一票の原則のもとに，主要な問題についてはすべての従業員によって企業を
直接に管理する権利，残りの問題については代表制を通して問題的に管理する権利，経営者
を雇う権利)，
がそれである。
たが，ロシア政府の構想では，そのような権利が労働集団には与えられていないだけでなく，
本質的には，制限され，強制的に民営化がすすめられているのが現実なのである。
国有企業の株式会社化にあたっては，すで、に述べたように，労働集団に一定の特典が与えら
れている。だがそれは(その実体としては〕国側の「譲民なのである。すなわち，それは，
民営化にあたって無抵抗の状態に置かれた従業員に対する「報酬」だったのだ。とすれば，そ
のような措置は単なる「労働集団の私有化参加誘導策の強化」にすぎないものであり，それが
当該企業において従業員が意思決定をおこなう体制の構築へとつながっていく保証はなにもな
いのである。 1993年になって民営化の第 4 タイプ(ヴアリアント)を保守派が労働者の権利を
守るという観点から提起したのはそのような「現実」の反映であったと考えられるのだ。
民営化の第 4 の方法(ヴアリアント〕は第 2 ヴアリアントをヨリ徹底化する形で1993年初頭に提起さ
(28) 
れたものであり，それによって普通株の90%を 3~5年間に労働集団が取得できる途が制度的に聞かれ
たのであった。
しかもその第 4 ヴアリアントが1993年12月 24 日に新たに採択された「新プログラム」におい
ては提示されていなかったのである。このことをみるかぎり，従業員が主体となることをめざ
した改革は， 1"タテマェ」としても， 1"後退」しているようにも思われる。
ヘ(23) Ta.M :JICe, CTp. 61. 
(24) Ta.M :JICe, CTp. 57-58. 
(25) TωC :JICe, CTp. 58. 
(26) 藤田勇稿円日ソ連におけるペレストロイカと所有制政策J (W神奈川法学』第28巻第 1 号)， 94ベー
ジ。
(27) W再生に転じるロシア』機関紙共同出版， 1993年， 114ベージ。
(28) <<3KOHO.MUκau 万'(U3Hb>> ， 1993， 地1.
(29) CM., <<3KOHO.MUKa U )/(U3Hb>>, 1994, N! 2. 
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このような状況のなかでロシアの従業員所有企業は自主管理企業としての内実を備えていく
ことができるのであろうか。現在の時点で，まとめるとつぎのように云えるのであろう。たし
かに，岡田進氏が展望されているように， r既存の資本主義企業を資本家の所有から労働者の
所有に移す(そのため ESOP では，労働者持株基金を創設する企業に対して，国家が税制上
の優遇措置を講じる〉という，ある意味でかなり困難な課題が追求されているのにひきかえ，
ロシアの場合には，現存の固有企業をそこで働いている労働者の所有に移すことが問題なので
あるから，その解決はより容易なはずである。」だが現実はこれさえもスムーズにすすんでい
ないだけでなく，ヨリ重大な問題を残しているのだ。それは，ある企業が労働者の所有になる
こととそれが自主管理されることは全く別の事柄である，という明白な「真理」に関すること
であり，労働者が単に株式を所有することではなく現実に企業内の重要な意思決定をおこなう
ことができるか否かが自主管理企業としての存在を決定するのだ， という自主管理の本質に関
わってくる問題である。
いかなる管理構造をとろうとも，現実的には，特に，高度に組織化された企業を念頭に置く
かぎり，意思決定をおこないそれを具体化していく機能(経営)は専門的な知識と技能をもっ
た経営者にまかせざるをえないのであり，いずれにしても個々の企業では(その名称はともか
く〉専門経営者が経営することになる。したがって，問題はその経営者が誰の利害を代表する
のか，にある。
事実， ESOP の場合，その目的とは異なり， 85%近くで、は一般労働者に経営についての発言の権利が
ないこと，労働者自身が自分が管理者であることを忘れていること，実際の経営は専門経営者に委ねら
れていること，したがって，従業員が 100%株式を保有する企業でも通常の資本主義企業と形態面では
ほとんど変わらないこと，が指摘されている。
資本主義の場合は，経営者が資本の論理に従って(長期的か短期的かは別として)利潤の追
求を最優先すること(したがって，所有主としての「資本家」の利益を代表すること〉は当然、
のことであり，ある意味では，当然の姿なのである。これに対して，旧ソ連邦では，いままで
は経営者は官僚として国家の利害を代表してきたので、あった。そしてそのような管理構造が本
来の全人民的所有としての内容を備えていない，ということが70数年の「実験」の結果あきら
かになったのだ。
(30) 岡田進稿「社会主義再考J (Ii'日ソ経済調査資料11) 1993年11月号， 30ベージ。
(31) このような考え方は我が国では管理論的所有論として知られるものである〈片岡信之著『現代企業
の所有と支配』白桃書房， 1993年はその代表である〉が，ロシアにもそのような考え方が近年でもみ
られる。たとえば， Py.舟，IK によれば，企業を労働集団の所有に移すことによって生産民主主義を確
立することには，一部の自主管理論者のなかに強い批判がある。彼らの見解に従えば，生産民主主義
は，所有ではなく，主要な生産・経営上の諸問題の解決に個々の労働者が参加する権利，にもとづく
べきなのである。 (3. Py瓦bIK， OPOH3BOえCTBeHHa克江eMOKpaTH兄， CTp. 124.) 
(32) 桑原靖夫稿「日本的経営再考J (Ii'日本労働協会雑誌11 No.342) , 18-19ページ。
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このように考えると，今後のロシアにおいて，従業員が株式を大多数にわたって所有する場
合に，その経営者が(主要な所有主体である〕労働者(今労働集団)の利益を代表する方向で
経営できるメカニズムを制度的に確立していけるのであろうか。このことは， r労働者自らが
主人公になる企業の在り方」の模索といういままで「きちんと理論づけ」が為されてこなかっ
た困難な課題がロシアにおいて再び提起されたことを意味するものであり，この点，ロシア版
ESOP はどのように答えてくれるのであろうか。
しかも問題はそれだけではないのだ。なぜならば， 1992年の「民営化プログラム」で国有企
業の民営化に際しては閉鎖型株式会社への改組が禁止されているにもかかわらず，現在の経営
者たちが依然、として生産者の閉鎖型株式会社をロシアの従業員所有企業の 1 つの「理想」とし
て構想しているからである。もちろん，従業員が当該企業の株式の大部分を所有することが，
この場合，大前提である。しかしながら，また同時に我々は，そこに，そのような「自主管理」
企業は結局は当該労働集団の利害だけを考え，消費者(今国民〕の視点を欠いた，利潤追求を
グループ
めざすだけの存在 cr集団エゴとしての自主管理〉となってしまうのではないか，との「危慎」
を感じてしまうのだ。ロシアの従業員所有企業にユーゴ型とは異なる自主管理を期待できるの
であろうか。
4. おわりに
自主管理とはいす守れにしても現地点では明確な「設計図」にもとづいて具体化されるもので
はない。それは試行錯誤の産物なのであり，それぞれの体制，文化，国そして歴史的制約のも
とで，更には企業の規模，産業の種類，事業の種類，などの様々な条件のもとで，その時点で
可能な自主管理のあり方が追求される，というのが「現実の姿」なのであろう。したがって，
ロシアにおいて資本主義的「自主管理」である ESOP に対して大きな関心が寄せられその経
験を cr体制」が変革され労働集団が株主となる途が聞かれた)現在の社会のなかでいかに生
かしていくかが問題提起されているのは当然のことなのである。それはともかくそれらの事実
は，ロシアにおいていまだ自主管理への期待そしてそれをめざす考え方が存続していることを
示すものであり，その意味で，新しい企業モデルの実現に向けての「第一歩」として評価でき
るものである。
我々が今日の時点であらためてそのようなロシア(の実験)に注目するのはこの国が他の国
々とは異なる条件下におかれているからである。すなわち，過去の「社会主義」体制の(正と
負の〕遺産がどのようにそこに生かされていくのか? に関心があるからである。
(33) 石場秀雄稿「労働者協同組合企業の挑戦J (~窓~ 1992年12月号)， 122ページ。
(34) <<3KOflO.MUKa U }KU3flぬ， 1993，地 29.
(35) 民営化の倫理的問題については，コルナイ著佐藤経明訳『資本主義への大転換』日本経済新聞社，
1992年， 77-79ベージ参照。
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しかしながら問題は残る。それは，現在ロシア(の一部〉で模索されている(と思われる〉
自主管理への途は，過去の「社会主義的な」管理のあり方の批判的検討のうえにたってはじめ
て意味をもつものである，という点にある。したがって， ソ連邦はなぜ「崩壊」したのか，に
ついてキチンと整理することが重要である，と考えられる。なぜならば，たとえば，国有企業
の労働者所有企業への転換という措置だけでは，すでに述べたように，企業(管理〉の性格が
変化しないことはあきらかなことであるからである。計画と執行の分離の対立の止揚はまさに
ここからはじまるのであり，そのあり方にどのような具体的な内容を付与するかということが
今後問われてくるのである。それ故に，なぜソ連邦が「崩壊」したのか，その原因の究明が必
要になってくるのだ。なぜ、いままでの試みが失敗したのか，社会主義 c=争共産主義〉をめざす
実験がなぜ多くの国民の支持を得られなかったのか，についての充分な反省を欠くならば，ま
た同じことが繰り返され，自主管理は形だけのものとなり，その「新たなJ 試みも，結局は，
徒労に終ってしまうことであろう。
1994年 8 月 31 日
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